
（１）本会議の主な目的として次の事項を
位置付けることでよいか。

①地方を担う多様な人材の育成・確保
②人口の過度な東京一極集中の是正

（２）地方創生と若者の高等教育につい
て、どのように考えるか。

（３）本会議の検討を進めるに当たって
は、大学進学時と就職時における東
京圏への若者の流入の動向や意
識、東京圏への集積のメリットとデメ

リットなどを多面的に検証することが
必要ではないか。

論点案と第１回～第４回会議の主な意見（未定稿）

 人口が一極集中する東京は、出生率が最も低く、次の世代をつくることに失敗しており、また世界の首都の中で最も自然
災害のリスクが高い。このことを踏まえるとともに、まち・ひと・しごと創生法第１条に、東京圏への人口の過度の集中を是
正するという目標が掲げられているので、そのことを念頭に置いて検討をするべき。

 東京は国際都市として発展していくという視点も必要ではないか。

 大きな方向性を決めて、それぞれの主体ごとにやるべきことを定め、法律によってこれを進めるべきではないか。

 依然として続く東京一極集中を本気で是正するためには、個々の地方公共団体の自主的な取組や交付金による誘導策
だけでは限界があり、国の責任において、抜本的な対策を講じる必要がある。

 地方の大学振興というインセンティブ政策のみならず、東京への流入抑制というディスインセンティブ政策もセットで講じる
べき。

 大学だけでなく、産業政策や医療・社会保障の体制などを総合的に見て、この問題を考えていく必要があるのではない
か。

 学生の動向は就職問題が一番大きい。大学ができることは大学で最大限やるべきであるが、社会全体としてどのような
仕組みを作っていくかという観点が必要ではないか。

 若者が意思決定をするときの親も含めたステークホルダーをどう考えるか。大学も企業もステークホルダーとのつなぎを
どうするのかが重要。

 地元の高校生に行ったアンケートで、一番来て欲しい学部が地元にきたとしても、進学を検討すらしない理由について聞
いたところ、都会など新しい土地で自分の可能性を広げたいからという答えが一番多かった。東京圏の人が地方の人手
不足の地域で起業するなど視野を広げる生き方を学生に見せていくほうが重要なのではないか。都市部に若者が行かな
いように地方に大学をつくって、そこにとどまってもらうというのはうまくいかないのではないか。

 地方の若者が地元において経済的にも社会的にも充実した人生を送ることができるようにするための高等教育機関が地
方に充実していないことと、多くの若者とその親たちが東京での就職とその後の人生に大いなる幻想を抱いていること、
そして何よりも地方において充実した人生を送ることができる職場（賃金と雇用の安定）を提供できる企業が多くないこと
が、相互に悪循環を起こしている。

 大学進学に関する状況は、地方ごとにそれぞれ特色があるため、全国的な現状だけでなく、それぞれの地方における現
状を見て、うまくいっているところと、そうでないところの差が何かということを丁寧に分析していくべき。

 大学生の地域間移動に関する調査研究において、地元就職したい理由やしたくない理由等を見ると、「いい企業がな
い」、「やりたい業種や職種がない」等声が圧倒的に多い。ただし細かく見てみると、「給与水準が低いということがわかっ
た」という待遇の問題や、「今、自分が学んでいることが発揮できる仕事先がない」ということなど、構造的な壁があること
も実感している。

 大学を卒業して企業に入っても離職する者が多いが、地元企業に不本意で入って離職する場合や、東京で就職したもの
の生活コストが高くて離職するなど様々なケースがあり、この問題は地方大学の在り方を検討していく上で重要。

 大学進学の時に流出してしまう理由は、将来の選択肢が広がるということ、就職で大手企業に就職できる可能性が高くな
るのではないかということ、魅力的な学生生活ということ等がある。

 進学の時点で、卒業後に地元に戻ってきたいかを尋ねと、地元に戻ってきたいという地元志向の方は４割いて、地元を離
れたいという方は２割にすぎない。一方、意向とは別に、大学のときに東京に出てくるとそのまま就職する人が多い。

１．本会議の目的等

論点案

１

第１回～第４回会議の主な意見 ※第４回会議の意見を赤字で記載

資料４



（１）地方創生の観点から、地方大学に期
待される役割は何か。

（例）
①地域を担う人材の育成

②地域の生涯学習の拠点

③企業との連携によるイノベーションの
拠点

④地域のシンクタンクとしての機能

 大学のなかで地域協働といったことを行う学部は新興勢力なので、既存の大学の機能のなかで劣後に置かれる心配が
ある。地域の問題を解決する有為な人材を生み出すということで、大学にもっと地方自治体も協力するべきであるが、今
後行政の補助が切れた途端にそのような取組が途絶えてしまわないか心配。地域の問題を解決する人材を産業ときち
んと結びつけて、その地域協働学部的なものの教育の重要性を大学教育の中でしっかりと位置付けていく必要がある。

 地域の問題を解決する有為な人材を生み出すということで、大学にもっと地方自治体も協力するべきではないか。地域
の問題を解決する人材を産業ときちんと結びつけて、大学教育の中でしっかりと位置付けていく必要があるのではない
か。

 地方のサービス業の生産性をどうするのかは重要で、個別の業種にあった有為な人材をどう供給していくかを大学も含
めて考えていくべき。

 地方では医療・福祉系の大学の学部、学科、保育士、栄養士、管理栄養士、看護師などの人材のニーズが高い。

 地方のサービス産業の生産性が非常に低いというのが日本の産業の一番大きな問題であり、地方では特に目立つの
で、高校の３年間だけではなくて、さらに２年間の課程をつけた機関ができると良いのではないか。

 短期大学は、２年または３年で早く教育することができるので、地域の方の必要な人材や雇用にあわせて、対応していく
ことが可能な制度になっていけば良いかと考えている。また、入学前から就職、さらに就職後もしっかりケアをする仕組
みを作っていけば、自県内の学生が入ってきて、自県内にとどまるということができるのではないか。

 地元の県立大学の政策系の学部もどれだけ地域に貢献しているのかわからない状況。地域にインターンシップに出て
も、長くて１ヵ月程度で、そのぐらいでは地域のことはわからない。３年ぐらい地域に出るようなやり方でないと地域に貢
献できないのではないかと考えている。

 短期大学は、２年又は３年で早く教育することができるので、地域の方の必要な人材や雇用にあわせて、対応していくこ
とが可能な制度になっていけば良いのではないか。

 国立の高等専門学校は、どの地域も全部同じようなことをやっていて特徴がないので、特徴を出していくべき。サービス
業などの人材を養成していくことも必要ではないか。ユネスコからも日本の高専教育というのはすばらしいというお墨つ
きをいただいているので、それを今の時代に合うような内容に変換しながら、発展をさせていくことが重要。

 成人教育の機能が地域にあるというのは意味がある。特に、地場産業との関連で、地方大学を中心に社会人の再教育
機能を拡充するというのが重要ではないか。

 地方では、副業を持っている人も多いし、流動性の高い労働市場になっているので、リカレント教育は重要。

 生涯活躍のまちとの連携について大学としてどのように取り組むかもっと掘り下げる必要がある。

 それぞれの地域の中で、どういう産業に比較優位があって、その雇用とマッチした高等教育はどのようなものかというつ
ながりが重要ではないか。

 各地方ではドイツのように特色ある産業が立地して、大学もそれにつながっているという姿を目指すべきではないか。

 東京に社会人向けのサテライトをもっているが、地元では社会人向けに大学院の募集をしても２人か３人しか集まらない
のでできない。それだけ企業に余力がない。そのため、企業と連携してやれるようなシステムを大学のキャンパスのなか
に作って、そこに企業に来てもらってノウハウやシーズを出したりして協力している。

 大学の設置形態を問わず、大学、経済界、自治体が一緒になった、その地域の教育研究機能を活性化させるプラット
フォームを作っていくべきではないか。

２．地方大学の振興

論点案

２
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（２）地方大学の振興に当たり、地方公共
団体や産業界の役割や地域の産業
などの特色を踏まえた連携の在り方
をどのように考えるか。

（３）地方大学の主な課題は何か。
（例）
①１８歳人口の減少や高齢化の進展などの人
口動態を踏まえた大学経営の検討（社会人
学生等の割合は低調）
②技術革新による産業構造・就業構造の変化
等への対応
③地域特性を活かした地方大学の自己変革
への取組

３

２．地方大学の振興（続き）
 地元大学と地元の道府県、産業界が、個人レベルではなく、組織間レベルでの連携体制をつくるなど、持続可能な推進

体制を構築すべきである。その際、国が進める政府機関移転に伴う国の研究機関も活用して、その成果を上げることが
望ましい。

 首長の強力なリーダーシップの下、地域の中での大学の位置づけを明確化し、地域の産業構造・就業動向の将来推計
等を踏まえた上での大学改革とすることが重要。

 大学は、地域活性化のために産業界、官、金融機関との連携を進めることが重要ではないか。産官学金の連携による地
域貢献度に応じて大学の支援を進めるべきではないか。

 ドイツのフラウンフォーファーの取組を参考にして、産官学の連携により、特色ある産業づくりへの貢献を目指すべき。

 地方大学が、産官学連携の下で、産業等で地元貢献していくためには、大学自らが変われるようにするためのガバナン
スを強化する仕組みを導入すべき。

 地方と国立大学との協力関係をつくるときは、協力拠点のような建物を作って、何年間かは予算をつけて、それでプロ
ジェクトを行っていたが、それだとうまくいかない。地方のニーズをどうやってくみ取るかというところと、どうやってインセン
ティブを与えていくかというところが一番の知恵の出しどころ。

 大学はある程度の規模のあるクラスタで生きてくる。新しいクラスタを発展させて、そこに大学を組み合わせるという考え
方が必要ではないか。

 ものづくりに関する教育訓練も重要であり、産業界と自治体あるいは国が一緒になって、各都道府県に職業訓練大学校
というものを設けてほしい。

 大学経営が総花主義、平均点主義になっており、社会の中のどの分野に的を絞って人材育成を目指しているか、特色が
見えない。その結果でもあるが、成長分野のビジネスや地方産業につながる人材育成、研究成果が出せていない。

 大学経営は、企業側の人材採用・育成、Ｒ＆Ｄ（オープンイノベーションなど）のあり方の改革と併せて考える必要があ
る。また、大企業中心の発想を地域密着型の中堅企業中心に変える必要がある。

 この領域・分野ならこの大学といった「特色」を求めた大学改革・再編が重要。

 Ｇ型（グローバル型）大学とＬ型（ローカル型）大学を基本に多様化、差異化を急ぐべきであり、Ｇ型大学は世界水準の学
術研究を、あるいは真に世界のトップ水準のグローバルトップエリート人材輩出をリアルに目指し、Ｌ型大学は地域に根
差して地域を支える仕事に就労して生きていく人材に対して実践的な基礎能力教育や、生涯教育的に最新の技能教育
を行うことを目指すべきである。

 有能な学長が長く「経営」できるようにすべきことも重要であり、学長の権限が強くなるように大学のガバナンスを改革す
ることが必要。

 大学側が、ビジネスに余りにも直結することやベンチャーについて、軽視している面があるのではないか。

 留学生をもっと日本に呼び込むことを本格的に考えていいのではないか。留学生は優秀であるが、就職が大変である。
留学生の問題を大学がどう考えていくかが大事なテーマ。

 地方の国立大学は「総合デパート」では魅力が薄れる。コアとなるものをそれぞれの大学で見つけてどういう研究者を
引っ張ってくるかを考え、その分野に投資をして、研究成果を出していく必要ある。

 地方大学は知識が学内に閉じこもってしまっていて、地域の中で活かすということが大学の中でのインセンティブにまだ
なっていない。

論点案 第１回～第４回会議の主な意見 ※第４回会議の意見を赤字で記載



（４）自県進学率についてどのように考え
るか。

（５）東京の大学と地方の大学との連携す
るためにどのような方策が必要か。

（６）地方大学を振興するためにどのよう
な方策が必要か。

４

２．地方大学の振興（続き）

 自県内の残留率が高いのは短期大学で、地域の担い手として短期大学で学んで、その場合に自県内で進学をするとい
う方の割合は増えているという実態がある。

 入学前から就職、さらに修飾語もしっかりケアをする仕組みを作っていけば、自県内の学生が入ってきて、自県内にとど
まるということが可能となるのではないか。

 大学と県が一緒になって、個々の大学だけでなく、県内の大学、短大、高専等も含めた全体で魅力を伝えていくとともに、
その際親へのＰＲも自県進学率向上に有効ではないか。

 TLO（技術移転機関）を地方大学も作ったが、ほとんどが赤字になっていて、本来は東京の大学ともっと組んでやるべきで
東京の大学の資源を活用した方がよいと思っている。

 学生が学びたい分野を別の大学で学び単位を取れるようなシステムづくりが必要。

 東京の大学から地方の大学に国内留学する仕組みを推奨してはどうか。その際に、今ある地方大学に国内留学するの
ではなく、地域の産官学が連携して立候補し、それに東京の大学が協力するという仕組みを作ることが必要ではないか。

 これまでの特色づくりを狙った大学の実績を分析・評価し、成功例にしていくものとやり方を見直すべきものとを区分。そ
の上で、成功例にしていくものについては、地方大学が振興計画を策定し、有識者の評価を経て認定し、国と地方が全
面的に支援すべき。なお、認定に当たっては、知事の指導力、プロジェクト内容等を勘案し、優れた取組を選定すること。

 大学、特に国立大学は、学長選の影響もあって、学長の指導力、権限、権力が強くなく、大学改革がしづらい面もあると
考えられるので、大学のガバナンス改革について議論する必要があるのではないか。

 地方大学振興のプロジェクトを支援するにあたっては、各道府県に一律に行うのではなく、地域が一丸となって本気で改
革に取り組むプロジェクトに限定すべき。

 地方大学間の域内連携のみならず、東京へ進学せずして東京のメリットを享受できるよう、東京圏の大学や研究開発法
人との積極的連携を進めることが重要。

 現在進行中の「新たな実践的高等教育機関」の創設を少しでも早く軌道に乗せることが必要。
 ４年制大学だけでなく、短大や専修学校も含めて連携していくことが必要であり、地域の雇用にもつながると考えられる。
 国公立と私立において、公費支出は大きく違うのでそれを踏まえて支援を考えてほしい。
 COC＋事業は地方大学の活性化という意味でいい仕組みである。 COC＋事業は地方の意見を尊重し、弾力的に運用し

てほしい。また、継続的に取組を実施できるようにしてほしい。
 産官学金のプラットフォームをつくっていくための支援が重要。
 地方中核都市に魅力ある大学を作ることが重要。そのためには、学生寮をつくるべきだと考えている。
 地方の国立大学の授業料を安くするか、東京23区の国立大学だけでも授業料を引き上げられないか。そして、引き上げ

た授業料で東京の学生が地方の大学で学修して単位を取るような取組を支援する費用に充てられないか。

 地方で寮を作ろうとした場合、地方のアパートよりもかなり高い金を学生が出さざるを得なくなるようなこともあり、なかな
か簡単にはいかない。

 地方の私立大学の公立化について、安易にやることは考えなければいけないと思っている。これによって、地方交付税
が相当つぎ込まれるので、地方交付税そのものが非常に厳しくなっている中で、問題ではないかと思う。
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（１）大学の東京一極集中が進んだ場
合の影響として、どのようなことが考
えられるか。

（２）東京の大学・学部の新増設の抑
制についてどのように考えるか。

 地方圏のみならず東京圏においても、学生のニーズへの対応、社会経済情勢の変化に対応した大学経営の主体性の確保は
必要である。一方、１８歳人口が減少する中、学生の過度の東京圏への集中、地方大学の経営悪化等の現況を踏まえた対応
（例えば学部・学科の新増設の抑制）が必要。

 地方における私立大学はそれなりに人を集めないと健全な経営や良い教育ができないので、地方大学にとってはこれまで以
上に東京、特に２３区の入学定員の増加や大学の新増設は避けるべきという感じがしている。

 出生率の一番低い東京にこれだけ一極集中しているのは、市場が失敗しているわけであり、市場が失敗した以上は行政が介
入する余地があると思っている。

 工場等制限法当時と現在とでは、18歳人口が減少しているという前提条件が大きく違っている。東京の収容力は200％と突出

しており、これ以上収容力を高める必要があるか。社会のニーズに応えて新しい学部をつくりたい場合には既存の古くなった学
部をスクラップして新たなニーズに対応すればよい。

 大学生の集中が進み続ける東京２３区においては、原則として、大学の定員増を認めないこととすべき。特に、国立大学につ
いては、定員削減を行った場合に、新たなプロジェクト向けの運営費交付金を増額するなど、定員削減のインセンティブ措置も
検討すべきではないか。

 学問は時代のニーズに応じて必要な分野への再編を自ら遂げていくものであり、とりわけ私立大学の場合には、自由な発想を
確保していくことが重要。

 学生の数を増やさずに学部・学科を改組しても収入が増えないので、収入を増やす努力の余地をなくして、新しいチャレンジを
求められても厳しい。

 日本の教育行政の制度は人口が増えている段階で作られたもので、今はミスマッチが生じている。また、国立大学は人口が増
えた時代に対応しなかった。人口が減った段階でも対応していない。これだけ人口が減ってきているので、国立大学のあり方と
いうのは根本的に考えなければならないと思う。

 入学者数を抑制した後にどのような社会、どのような事態が生じるのかという展望がほとんど見えてこないまま行うことはよくな
いのではないか。地方の就職先が採用を減らしている中、どうやって学生に地方に戻れと言えるのかということも考える必要が
ある。

 大学は、既存の学部の質を向上する方向に価値観が変わりつつあると考えられ、機械的に抑制することが本当にいいのかど
うか慎重であるべき。

 就職先が地元にあれば学生は戻るので、東京一極集中是正のために規制をかけるべきではない。一方、国立大学は政策上
地域との連携をどうするのかといったことを考えるべき。

 都会の法科大学院に人が集まるため定員を減らしたが、結果としてその人たちが地方の法科大学院に行ったのかというとそう
ではなく、法科大学院に行く人自体が減ってしまった。不利な条件であるにもかかわらず、都会にある私立大学を優先させて、
地方の国立大学に行かないという原因を分析して、政策を作っていかないといけない。

 都心に大学が戻ってきているのは、受験生よりも教員側の事情が影響している部分もあるのではないかという気がしている。

 元々工場等制限法ができたときに、東京ではまだ進学需要が伸びていたので、周辺地域に移転しても学生が確保できたが、
そもそも通学しやすいところにできているわけではないので、都心に現在戻ってきているのは自然だと思う。

 学生は、同じ学科であれば就職率の良い悪いに関係なく、歩いて行けて、学校帰りに遊びに行ける便利のよいところに行きた
がる。（ヒアリング意見）

 自分が留学した大学は山の上にあり、そこには大学しかなかったが、極めて快適で、しかもレベルも高かった。

３．東京の大学の新増設の抑制の
あり方及び地方移転の促進

論点案

５

第１回～第４回会議の主な意見 ※第４回会議の意見を赤字で記載



（３）東京の大学・学部の地方移転（サ
テライトキャンパス等）についてどの
ように考えるか。

 進学者の収容力の低い県を例えばサテライトキャンパスだとか、地方移転などを優先して検討していくというのが政策としてあ
り得るのではないか。

 サテライトキャンパスを望む地方側と大学側の意向をマッチングする仕組みを設けるべき。

 サテライトキャンパスの移転については、財政力の弱い地方公共団体が不利にならないよう、国と地方の支援、大学の負担に
ついてのルールを設けるべきではないか。

 東京の大学の地方移転に関しては、既存の大学の学部との競合が起きない分野で地域ニーズのあるところに出ていくようにす
るなど、学生の取り合いにならないような配慮が必要ではないか。

 地域で東京の大学を誘致することが起こったが、学生が集まらなくなって公立化されたりしている。今回の検討に関しても、今
までの施策の経験が生かしていくべき。

 特色あるキャンパスを持ってこようとした場合、首都圏に優秀な教員が集まっているので、地方にどれだけ来てもらえるかと
いった課題がある。

 地方大学と東京圏の大学がタイアップし、単位互換制度等により学生が地方圏と東京圏を相互に対流・還流する仕組みの構
築が必要。

 ヨーロッパやアメリカでは大学以外に大した産業のない都市はたくさんあるが、卒業者がその地域に必ずしも就職しなくても、
世界各地や日本中から人が集まってきて、そこで生活していくことが地方では活力の源になる。人が集まってくるというものをま
ず作っていくことを目指さなければならない。

３．東京の大学の新増設の抑制の
あり方及び地方移転の促進（続き）

論点案

６

第１回～第４回会議の主な意見 ※第４回会議の意見を赤字で記載



（１）地方における若者の雇用につい
て、現状と課題は何か。

（２）若者が求める魅力的な雇用条件
はどのようなものか。また、保護者
の地元企業に対する意識はどのよ
うなものか。

 特に学びと働くことの接続といったことや、生活の質をどう上げていくかということにも視野を広げて検討していくべきではない
か。

 魅力的な大学をつくって地方に学生に来ていただいたとしても、結果として就職するときに都会に出て行ってしまうので魅力
的な就職先を作ることが重要ではないか。

 金融業界というのは求人倍率が低く、一方で流通業は求人倍率が高く、流通業に関しては地方でも求人はたくさんあるとの
で、単に地域のミスマッチだけではなく、業種や企業規模のミスマッチということも着目していく必要があるのではないか。

 自分のワーク・ライフ・バランスやライフスタイル等を含め、いかに考えるかということをしっかりと訴えていかなければいけな
い。

 生産性の低いブラック的な職場がまだ地方には残っているので、サービス業を中心により生産性の高いものに切り替えてい
くことが必要ではないか。

 就職時の地元就職への意向に関する調査を見ると、地方で働いてみてもいいのだけれども、不安があるという状況なので、
この不安をいかに払拭していくかということがポイントになる。

 親は子どもが就職するときには、大企業にいくことを求めている場合が多いと思う。学生が地元の中小企業がいいと思って
も、親がそれを認めてくれないようなこともある。親も含めて、トータルとして地方で生きることにどれほどのメリットがあるか国
民的なコンセンサスを得られるようにすることが重要。

 本社採用の試験を受けるときに、本社近くの大学が有利と考える親が多い。企業が地方に拠点を築くよう、国として進めるべ
きではないか。

 東京で採用して実際には東京に配属される比率がそれほどは高くない。必要な特性に応じて配属して、簡単に転勤を命令で
きるという構造が東京一括採用の理由であり、このことへの対応が必要ではないか。

４．地方における若者の雇用
機会の創出

７

論点案 第１回～第４回会議の主な意見 ※第４回会議の意見を赤字で記載



（３）地方において若者の雇用機会を
創出するためにどのような方策が
必要か。

 東京に本社を持つ大企業に対し、企業の本社機能の一部を地方の主力事業所へ移転、地方採用枠（東京一括採用システム
の変更）の導入促進、地域限定社員制度の導入促進のような取組を促すとともに、経済団体の主体的な取組に期待。

 大企業は地方に多くの工場があるので、トップの判断で少しは本社機能を移転することを決心してもいいのではないか。

 企業の研究開発などの機能を持ってくるために、どこの自治体も汗をかいていると思うので、決断をした企業に対して政府が
全面的なバックアップしてほしい。

 企業の地方採用枠、地域限定社員の導入を促進するための財政上のインセンティブ措置を講ずべき。

 企業が地方にも世界に通用するような研究開発拠点を持っているのに、採用を全部東京でやってしまうので、そのようなシス
テムを変えれば、学生の選択肢も地方に行っても広がるのではないか。

 若者は、地域限定社員になると、将来的に不利になるのではないかという印象がぬぐえていない。そのため、企業側のできる
努力としては、地域限定社員というテクニカルに採用の手法として地域限定社員をふやすということではなくて、地域で働き
続けることの魅力自体を高めていけない。

 国、地方公共団体において、奨学金返還支援制度の全国展開、地方創生インターンシップの推進、企業移転税制の拡充の
ような東京圏在住の地方出身学生等の地方への環流や、地方在住学生の地方での定着促進に向けた取組を進めるべき。

 奨学金支援制度や地方拠点強化税制などは、創設して数年が経過しており、各制度の効果検証を行った上で、制度の見直
し・拡充を検討すべき。

 地方拠点税制は、人口の集中する都市が対象となっているが、過疎地域等も対象となるよう拡充してほしい。

 企業の研修ニーズとして、全員研修は社内能力で対応することが一般的だが、どういった資格を与えられるかもモチベーショ
ンアップに影響することから、将来の幹部研修や高卒・高専卒の現場スタッフの選抜教育に対応した地元大学の役割を検討
すべきではないか。

４．地方における若者の雇用
機会の創出（続き）

８

論点案 第１回～第４回会議の主な意見 ※第４回会議の意見を赤字で記載



（１）東京圏における大学生、若者就
業者等のUIターン等の地方就業
について、現状と課題は何か。

（２）UIターン就職を促進するために
はどのような方策が必要か。

 地方から東京に来たいのに来られない学生にどうやって来てもらって、地元に帰ってもらうかという人の循環を作っていくこと
が大切ではないか。

 自分の大学では、地方へのインターンシップを含めて社会に送り出していき、多くの学生がフィールドワークを含めた体験型
の学習に参加する。地方での生活を経験して、東京出身であるが地方に就職していく者もごくわずかであるが、出てきてい
る。

 東京の大学と連携して、３年間東京で勉強して、４年目に地方に戻って教育を行うというプログラムや、地元企業とその大学
とのコンソーシアムを作って、様々な教育研究活動をこれから進めることになっており、これらによって、成功を一つ一つ積み
重ねて、学生が地元に残るように努力をしている。

 就職時の地元就職への意向に関する調査を見ると、地方で働いてみてもいいのだけれども不安があるという状況なので、こ
の不安をいかに払拭していくかということが地元就職を増やすポイントになるのではないか。

 自県内に就職した人に対して奨学金の返済を免除する仕組みがもっとあれば、高等教育を受ける人材も増えていくのではな
いか。

 個々の県が東京圏の大学に対して地元企業へのインターンシップの受入れを促すのは手間と時間がかかりものすごく大変
である。首都圏の大学で構成する協議会を作って、地方企業のニーズに対応してインターンシップを促進する全国的な仕組
みを考えてほしい。

 東京の大学から例えば１カ月でも３カ月でも半年でも１年でもいいので、地方の大学に国内留学する仕組みをもっと推奨して
はどうか。その際に、今ある地方大学にそのまま来てもらうというのではなくて、地域の産学官が連携して立候補し、それに
東京の大学が協力するという仕組みを作ることが必要。

 地域の企業は、情報の発信について、やれる範囲で既に努力はしているので、 それらを個々の動きにするのではなくて、選
択肢をかたまりで提示することが重要。学生が就職活動するときは、まず大きな方向性を決めるので、業種や地域など、そ
のときに選択肢に入ってこないと、地元に魅力的な仕事があるかもしれないと思っても、就職活動自体を東京で始めてしまう
と、結果的に選択肢から早い段階で排除することになってしまう。

５．東京圏の若者のUIターン
就職の促進

論点案

９
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